
成長戦略の検討課題 

 

 

１．「危機管理投資」・「「成長投資」による強い経済の実現  

◆ 「危機管理投資」・「「成長投資」の戦略分野における、大胆な投資促進、国際展

開支援、人材育成、産学連携、国際標準化といった多角的な観点からの総合支

援。 

◆ AI・半導体、造船、量子、バイオ、航空・宇宙など、戦略分野毎の取りまとめ

担当大臣が、業所管大臣や需要側大臣等と協力して、官民投資の促進策を策

定。日本成長戦略担当大臣が全体を取りまとめ。 

 

 

２．分野横断的課題への対応  

◆ 新技術立国・勝ち筋となる産業分野の国際競争力強化に資する戦略的支援。 

◆ 未来成長分野に挑戦する人材育成のための大学改革、高専等の職業教育充実。 

◆ 世界に伍するスタートアップエコシステムを作り上げ、持続可能な経済成長と

社会課題解決を両立。 

◆ 金融を通じ、日本経済と地方経済の潜在力を解き放つための戦略の策定。 

◆ 生産性の高い分野への円滑な労働移動や働き方改革を含めた労働市場改革。 

◆ 介護、育児等によりキャリアをあきらめなくてもよい環境の整備。 

◆ 物価上昇を上回る賃上げが継続する環境整備（中小企業等の生産性向上・事業

承継・Ｍ＆Ａ等）。 

◆ サイバー対処能力強化（技術開発・人材育成加速）。 

◆ 上記の課題毎の取りまとめ担当大臣が、関係大臣と協力して、解決策を策定。

日本成長戦略担当大臣が全体を取りまとめ。 
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主な項目の担当大臣 

 

１．「危機管理投資」、「成長投資」の戦略分野 

ＡＩ・半導体 内閣府特命担当大臣（人工知能戦略）/ 
経済産業大臣 

造船   国土交通大臣／ 
内閣府特命担当大臣（経済安全保障） 

量子  内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

合成生物学・バイオ  経済産業大臣 

航空・宇宙  内閣府特命担当大臣（経済安全保障） 

デジタル・サイバーセキュリティ 経済産業大臣／デジタル大臣 

コンテンツ 内閣府特命担当大臣（クールジャパン戦略） 

フードテック 農林水産大臣 

資源・エネルギー安全保障・ＧＸ 経済産業大臣 

防災・国土強靱化  国土強靱化担当大臣 

創薬・先端医療  内閣府特命担当大臣（科学技術政策）／ 
デジタル大臣 

フュージョンエネルギー  内閣府特命担当大臣（科学技術政策） 

マテリアル（重要鉱物・部素材） 経済産業大臣 

港湾ロジスティクス  国土交通大臣 

防衛産業 経済産業大臣／防衛大臣 

情報通信  総務大臣 

海洋 内閣府特命担当大臣（海洋政策） 

 

 

２．分野横断的課題 

新技術立国・競争力強化 経済産業大臣 

人材育成  文部科学大臣 

スタートアップ  スタートアップ担当大臣 

金融を通じた潜在力の解放 内閣府特命担当大臣（金融） 

労働市場改革 厚生労働大臣 

介護、育児等の外部化など負担軽減 日本成長戦略担当大臣 

賃上げ環境整備（※） 
※中小等の生産性向上・事業承継・Ｍ＆Ａ等 

賃上げ環境整備担当大臣 

サイバーセキュリティ サイバー安全保障担当大臣 

   



⑧【サイバーセキュリティ】

④【金融】

日本成長戦略会議

成長戦略の検討体制

戦略分野分科会 1月～
（分科会長：副長官（衆）、分科会長代理：副長官補（内政）、

関係省庁局長級）

新設

・関係省庁（経産、防衛）

・有識者12名

⑦

◎金融大臣、副長官（衆）
・関係省庁（金融、総務、法務、財務、文科、厚労、経産）

・有識者10名

①【新技術立国・競争力強化】

◎サイバー安全保障大臣（出席）
・関係省庁（内閣府（サイバー）、警察、総務、文科、経産、防衛） ・有識者18名

②【人材育成】

③【スタートアップ】

⑤【労働市場改革】

⑥【家事等の負担軽減】

⑦【賃上げ環境整備】

・関係省庁（内閣府（科技）、文科）

・有識者13名

◎文科大臣
・関係省庁（内閣府（科技）、総務、厚労、経産）     ・有識者４名＋テーマごとに２名

１月～

1月～

◎スタートアップ大臣、内閣府副大臣、内閣府政務官（スタートアップ・金融）、経産副大臣
・関係省庁（内閣官房（GSC室）、内閣府（科技、規制）、金融、デジタル、総務、文科、厚労、

農水、経産、国交、環境、防衛）

１月～

１月～

◎厚労大臣
・関係省庁（内閣官房（成長戦略）、内閣府（規制）、経産省、国交省、文科省）

副長官補（内政）・関係省庁（内閣官房（成長戦略）、こ家、厚労、経産） 

  こども家庭審議会子ども・子育て支援分科会、労働政策審議会人材開発分科会、
  労働政策審議会雇用環境・均等分科会等でも議論

新設

新設

新設

新設

新設

１月～

11月～

２月～

スタートアップ政策推進分科会

中小企業政策審議会、労働政策審議会でも議論

賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するWG再編

◎経産大臣

１月～

経済財政諮問会議連携

17の戦略分野における官民連携での危機管理投資・成長投資の促進 分野横断的課題への対応

人材育成分科会

新戦略策定のための
資産運用立国推進分科会

労働市場改革分科会

家事等の負担軽減に資するサービスの
利用促進に関する関係府省連絡会議

政労使の意見交換

サイバーセキュリティ推進専門家会議

※対応者の記載がないものは原則局長級

⑰ 海洋
・関係省庁（NSS、内閣府（科技、宇宙）、外務、

文科、水産、経産、国交、海保、環境、防衛）

・有識者10名１月～

新設 海洋WG

産業構造審議会
経済産業政策新機軸部会等

◎日本成長戦略大臣

⑩ 防災・国土強靱化 ◎国土強靱化大臣（出席）

 防災大臣（出席）

2月～

国土強靱化推進会議

・関係省庁（内閣府（防災）、総務、厚労、エネ、国交）

・有識者19名

◎賃上げ環境整備大臣

◎：責任大臣

① AI・半導体
・関係省庁（NSS、警察、金融、デジタル、総務、

外務、文科、厚労、農水、国交、環境、防衛）

・有識者９名１月～
新設 AI・半導体WG

◎人工知能戦略大臣 ◎経産大臣

② 造船
新設 造船WG ・関係省庁（NSS、内閣府（科技）、入管、外務、

文科、経産、環境、装備）

・有識者７名１月～

◎国交大臣 ◎経済安全保障大臣

⑧ フードテック

・関係省庁（経産）

・有識者７名12月～

新設 フードテックWG

◎農水大臣

③ 量子
・関係省庁（総務（政務）、外務、文科

（政務）、経産（政務）、防衛）

・有識者７名1月～
新設 量子WG

◎科技政策大臣

④ 合成生物学・バイオ
・関係省庁（内閣府（科技、健康医療）、

文科、厚労、農水、国交）

・有識者12名１月～

合成生物学・バイオWG新設

◎経産大臣

⑤ 航空・宇宙
・関係省庁（内閣府（宇宙）、総務、文科、経産、

国交、防衛）

・有識者10名

新設

１月～

航空・宇宙WG

◎経済安全保障大臣

⑥ デジタル・サイバーセキュリティ

・関係省庁（総務、文科、厚労）

・有識者11名１月～

新設 デジタル・サイバーセキュリティWG

◎経産大臣

◎デジタル大臣

⑦ コンテンツ
・関係省庁（公取（審議官級）、
、総務、外務、文科、経産）

・有識者15名１月～

新設 コンテンツ産業官民協議会

◎CJ戦略大臣

⑨ 資源・エネルギー安全保障・GX

・関係省庁（外務、財務、経産、環境）

・有識者７名１月～

GX実現に向けた専門家WG
◎経産大臣（出席）

⑪ 創薬・先端医療
・関係省庁（文科、厚労、経産
（いずれも政務））

・有識者10名１月～

新設 創薬・先端医療WG

◎科技政策大臣 ◎デジタル大臣

⑫ フュージョンエネルギー
・関係省庁（文科、経産、

規制（部長級））

・有識者７名１月～

フュージョンエネルギーWG新設

◎科技政策大臣

⑬ マテリアル（重要鉱物・部素材）

・関係省庁（内閣府（科技）、外務、文科、環境）

・有識者15名２月～

産業構造審議会 製造産業分科会
◎経産大臣（出席）

⑭ 港湾ロジスティクス
・関係省庁（サイバー統括室、財務、
経産）

・有識者９名
１月～

新設 港湾ロジスティクスWG

◎国交大臣

⑮ 防衛産業

・関係省庁（ NSS（審議官級））

・有識者18名１月～

防衛産業WG新設

◎経産大臣 ◎防衛大臣

⑯ 情報通信

１月～

情報通信成長戦略官民協議会新設
◎総務大臣

◎海洋政策大臣

（副長官（参）ヘッド・内閣官房副長官補（内政）、内閣官房（補室（審議官級）、成長戦略、地域未来）、警察、金融、総務、
財務、国税、文科、厚労、農水、経産、中企、国交、環境）

・有識者10名

12/23（火）
更新概要：

・②造船について、関係省庁から事務局省庁である「内閣府（経済
安保）」と「国交」を削除。

・④バイオについて、関係省庁から事務局省庁である「経産省」を
削除。また、唯一外局が記載されていた「林野庁」を削除し平仄統
一。

・⑩国土強靱化について、関係省庁から事務局省庁である「内閣
官房（国土強靱化室）」を削除。
・⑩国土強靱化について、「靭」 →「靱」に修正（「刀」に斜めに書く
線は突出すのが正しい）。＜全体検索で確認済み
・横断④金融について、関係省庁から事務局省庁である「内閣官
房（成長戦略）」を削除。

・有識者11名

※時期は目途。今後、変更の可能性あり。
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「「強い経済」を実現する総合経済対策」（令和７年1 1月2 1日閣議決定）（抄）

２．地方の伸び代の活用と暮らしの安定

（３）地域共生社会の実現

（質の高いこども・若者・子育て政策の推進等）

育児・子供の不登校等が原因となる離職を減らすため、家事支援サービスやベビーシッターの利用促進に取

り組む。関係省庁が一体となって、事業者・団体との連携の下、それらのサービスの普及広報や実態・ニーズ

の調査を行うとともに、2026 年夏を目途として、サービスの品質・信頼性の向上や人材の育成・確保に向け

たリ・スキリングや関連する公的資格の在り方、利用拡大に向けた税制措置を含む支援策等について、総合的

に検討を行う。介護離職を防ぎ希望に応じて仕事と介護を両立できる職場環境整備を引き続き推進する。

第１節 生活の安全保障・物価高への対応

第２章 「強い日本経済実現」に向けた具体的施策
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